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８.予算の効率的・効果的な執行に向けた対応 

 

１.行政事業レビュー 

「行政事業レビューの実施等について」（2013 年４月５日閣議決定）において、政府は、毎年、行政事業レビューを

実施することにより、各府省庁が所掌する事業のより効果的かつ効率的な実施並びに国の行政に関する国民への説明責

任及び透明性の確保を図り、もって国民に信頼される質の高い行政の実現を図ることとされた。 

経済産業省においても、行政事業レビューを実施するため、｢平成 25 年度 経済産業省行政事業レビュー行動計画｣

（2013 年４月 30 日）を策定。原則として 2012 年度に実施した事業を対象に、その実績について評価を行い、結果を公

表するとともに、2014 年度予算要求及び予算執行に反映した。 

2013 年度の取組としては、外部性・公開性・透明性というレビューの特性を、より効果的・効率的に発揮させるため、

「経済産業省行政事業レビュー推進チーム」（統括責任者＝官房長）と「外部有識者会合」をそれぞれ設置し、役割を

明確化するなど、実施方法等について改善した。特に、外部有識者による公開の場での事業の点検（公開プロセス）に

ついては、事業の改善策を共に考える場として明確化し、熟議型により実施した。 

 

 

（１）公開プロセス 

 2013 年６月 24 日に実施。事業選定については行政改革推進本部の示した基準を踏まえたうえ、事業規模や政策分野の

バランスを考慮して７事業を選定した。 

 公開プロセスの対象全事業の評決結果及びその後の対応方針は、以下の通りである。 

 

〈公開プロセス結果〉 

（単位：億円） 

事業名 指摘 指摘を踏まえた対応 
25 年度 

予算額 

26 年度 

要求額 

対前年度 

増減額 

IT 融合システム開

発事業 

【抜本的改善】 

実証段階への移行におけ

る事業の絞り込みに当た

っては、真に国が支援すべ

き必要性の高い分野や事

業に重点化した施策とな

るよう、改善措置を講ずる

こと 

異業種連携かつ規制など制

度改善が必要な事業に絞

り、重点化を図るとともに、

全件に補助率を導入し、予

算額を大幅に削減 

15.0 5.0 ▲10.0

生活支援ロボット

実用化プロジェク

ト 

【事業内容の改善】 

本事業の成果を活用し、社

会還元のために効果的な

手法について検討し、改善

の措置を講ずること 

事業終了後は生活支援ロボ

ット安全検証センターの設

備を一般企業が利用可能と

する。また、生活支援ロボ

ットの典型的なリスク源及

び低減措置を列挙したリス

クアセスメントシートの雛

形を作成し、一般公開する。

9.4 0 ▲9.4

地域商業再生事業 【抜本的改善】 本事業は廃止。地域住民の 0 0 -
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効果的・効率的に商店街の

活性化を実現する事業と

なるように、支援対象や支

援のあり方の見直しを行

うこと 

ニーズ調査等を踏まえた新

事業を要求することとし、

新事業では、自治体からの

計画書提出及びフォローア

ップを応募要件とする。 

省エネルギー対策

導入促進事業費補

助金 

【抜本的改善】 

効果的・効率的に省エネル

ギー化を促進する事業と

なるように、支援対象や支

援のあり方の見直しを行

うこと。 

 

利子補給金等の他施策と連

動させることで、中小企業

向け金融機関との連携を強

化し、中小企業の省エネ投

資を促す。また、診断事業

の効果を検証するため、フ

ォローアップを強化する。

6.0 6.5 0.5

次世代照明等の実

現に向けた窒化物

半導体等基盤技術

開発 

【事業内容の改善】 

効果的・効率的にエネルギ

ー消費量の削減及び次世

代照明の普及を実現する

事業となるように、支援対

象や支援のあり方の見直

しを行うこと 

本事業は終了。関係部局と

も連携して、国際標準化へ

の取組を強化する。また、

ＮＥＤＯプロジェクトを活

用した他分野展開や、省エ

ネ部局と連携した普及施策

にも取り組んでいく。 

12.9 0 ▲12.9

独立型再生可能エ

ネルギー発電シス

テム等対策費補助

金 

【事業内容の改善】 

効果的・効率的に再生可能

エネルギーの普及を最大

限促進する事業となるよ

うに、支援対象や支援のあ

り方の見直しを行うこと 

事業の目標を明確化するた

め、定量的な成果目標と目

標値を設定する。また、補

助事業完了後のフォローア

ップ強化のため、設備導入

後の実績についても報告を

求めることとする。 

30.0 30.0 -

石油製品出荷機能

強化事業費補助金 

【事業内容の改善】 

戦略性、計画性、危機管理

の視点を入れることを前

提に、支援対象や支援のあ

り方の見直しを行うこと 

 

首都直下地震等を想定した

石油供給 BCP（事業継続計

画）策定を交付要件に追加。

被害想定地域を首都直下地

震・南海トラフ巨大地震被

災地域に限定し、対応加速

化のため予算規模を拡大。

51.0 150.0 99.0

（※１）事業終了後に生活支援ロボット安全検証センターの設を一般企業のロボットが利用可能とし、成果指標として

「設備の利用企業数」を設定 

（※２）地域住民のニーズ調査等を踏まえた商店街での創業支援等を実施する「地域商業自立促進事業」を要求予定 

（※３）事業の成果を活用し、国際標準化への取組強化 
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（２）行政事業レビュー結果の反映 

公開プロセスを踏まえての中間報告の後、予算要求プロセスに併せて行政事業レビューを行い、その結果を 2014 年

度概算要求に反映した。反映結果の取りまとめは以下の通りである。 

 

＜行政事業レビュー最終取りまとめ結果＞ 

（単位：億円） 

一   般   会   計 

2012 年度行政事

業レビュー対象

事業数 

「廃止」事業 「見直し」事業 ｢廃止｣｢見直し｣事業計 

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 

334 38 ▲236 33 ▲28 71 ▲264 

 

特   別   会   計 

2012 年度行政事

業レビュー対象

事業数 

「廃止」事業 「見直し」事業 ｢廃止｣｢見直し｣事業計 

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 

305 23 ▲109 35 ▲78 58 ▲186 

 

 

  

 133

２.予算監視・効率化チーム 

 「予算編成等のあり方の改革について（2009 年 10 月 23 日閣議決定）」に基づき、事業仕分けへの対応と併せ、①予 

算執行計画の策定、進捗管理及び実績・改善方策の決定・公表、②予算執行上の重要な決定等に関する事前又は事後 

の審査、③予算執行に関する情報の開示状況の点検等、予算執行の効率化へ向けた自律的な取組を行うべく、省内に「予 

算監視・効率化チーム」を設置。2010 年３月 30 日に第１回会合を開催し、以後 14 回にわたる会合での議論を通じて行

政事業レビューへの取組の他、「予算執行計画」や「補助金・委託費計画」、「支出計画」の見直し及び公益法人に対す

る支出の点検・見直しなど、予算執行をより効果的に行うよう努めた。 

 2013 年６月 28 日に、「行政の透明性向上のための予算執行等の在り方について」が閣議決定され、当該閣議決定を踏

まえた新たな指針「予算執行等に係る情報の公表等に関する指針（内閣官房行政改革推進本部事務局）」が策定された

ことに伴い、予算監視・効率化チームは活動を終了した。「経済産業省予算執行計画（平成 22 年４月７日、経済産業省

予算監視・効率化チーム決定）」等は廃止となったが、同計画に規定されていた予算執行を、より効果的に行うための

取組については、省として引き続き実施していくこととしている。 

 

 

 

３.契約等評価監視委員会 

 「随意契約の適正化の一層の推進について」（2007 年 11 月２日公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議決定）に

おいて、全ての省庁に第三者機関の設置が求められたことを踏まえ、2007 年 11 月に経済産業省契約評価監視委員会を設

置。2013 年度は４回開催し、10 件の契約を抽出し契約に係る手続の適正性等に関する審議を実施した。また、一者応札

の改善に係る取組（入札可能性調査）や中小企業予算にかかる確定手続の簡素化・合理化等の経済産業省予算の執行手続

等の改善に関する審議を実施した。 

 

（契約等評価監視委員会の委員） ※2013 年８月 28 日現在。敬称略。 

梶川融（太陽 ASG 有限責任監査法人総括代表社員ＣＥＯ）※委員長 

梅野晴一郎（長島・大野・常松法律事務所弁護士） 

梶原将（東京工業大学大学院生命理工学研究科教授） 

金子良太（國學院大學経済学部教授） 

木村琢麿（千葉大学大学院専門法務研究科教授） 

 

 

 

４．調達改善計画 

（１）計画の策定 

 行政改革推進本部決定「調達改善の取組の推進について」（2013 年４月５日）に基づき、調達改善のための取組を推進

するため、2013 年５月 31 日に「平成 25 年度経済産業省調達改善計画」（以下「計画」という。）を策定した。取組内容

として、（ア）随意契約・一者応札となっている調達の見直し、（イ）情報システム関係経費に係る調達の見直し、（ウ）

出張旅費の効率化、（エ）庁舎管理関係経費に係る調達の見直し、（オ）庁費類（汎用的な物品・役務）の調達の見直しを

盛り込んだ。 
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政事業レビューへの取組の他、「予算執行計画」や「補助金・委託費計画」、「支出計画」の見直し及び公益法人に対す

る支出の点検・見直しなど、予算執行をより効果的に行うよう努めた。 

 2013 年６月 28 日に、「行政の透明性向上のための予算執行等の在り方について」が閣議決定され、当該閣議決定を踏

まえた新たな指針「予算執行等に係る情報の公表等に関する指針（内閣官房行政改革推進本部事務局）」が策定された

ことに伴い、予算監視・効率化チームは活動を終了した。「経済産業省予算執行計画（平成 22 年４月７日、経済産業省

予算監視・効率化チーム決定）」等は廃止となったが、同計画に規定されていた予算執行を、より効果的に行うための

取組については、省として引き続き実施していくこととしている。 

 

 

 

３.契約等評価監視委員会 

 「随意契約の適正化の一層の推進について」（2007 年 11 月２日公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議決定）に

おいて、全ての省庁に第三者機関の設置が求められたことを踏まえ、2007 年 11 月に経済産業省契約評価監視委員会を設

置。2013 年度は４回開催し、10 件の契約を抽出し契約に係る手続の適正性等に関する審議を実施した。また、一者応札

の改善に係る取組（入札可能性調査）や中小企業予算にかかる確定手続の簡素化・合理化等の経済産業省予算の執行手続

等の改善に関する審議を実施した。 

 

（契約等評価監視委員会の委員） ※2013 年８月 28 日現在。敬称略。 

梶川融（太陽 ASG 有限責任監査法人総括代表社員ＣＥＯ）※委員長 

梅野晴一郎（長島・大野・常松法律事務所弁護士） 

梶原将（東京工業大学大学院生命理工学研究科教授） 

金子良太（國學院大學経済学部教授） 

木村琢麿（千葉大学大学院専門法務研究科教授） 

 

 

 

４．調達改善計画 

（１）計画の策定 

 行政改革推進本部決定「調達改善の取組の推進について」（2013 年４月５日）に基づき、調達改善のための取組を推進

するため、2013 年５月 31 日に「平成 25 年度経済産業省調達改善計画」（以下「計画」という。）を策定した。取組内容

として、（ア）随意契約・一者応札となっている調達の見直し、（イ）情報システム関係経費に係る調達の見直し、（ウ）

出張旅費の効率化、（エ）庁舎管理関係経費に係る調達の見直し、（オ）庁費類（汎用的な物品・役務）の調達の見直しを

盛り込んだ。 
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（２）自己評価 

 上半期終了後及び年度終了後、計画の実施状況について自己評価を実施した（上半期終了後の評価は 2013 年 11 月１日

公表、年度終了後の評価は 2014 年６月 25 日公表）。自己評価においては、（ア）2012 年９月に新たに策定した「一者応

札問題の改善策」の実行を徹底し、一者応札比率が 2011 年度比で 2.5％改善したこと、（イ）形式的な競争入札を行うこ

とを不要とするため、必要な技術又は設備等を明示した上で参加者を募る「公募（入札可能性調査）」の実施ルールを整

備したこと、（ウ）スケールメリットによる効果を出すため、府省間の共同調達を一部拡大した上で実施したこと、（エ）

一層安価な調達を可能とするため、インターネット（クレジットカード活用）による調達を実施したことなどを確認し、

その後の計画の実施や策定に反映させた。 
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平成 26 年度税制改正大綱に盛り込まれた、経済産業省

関連主要事項は以下のとおりである。 

 

◆車体課税の見直し 

◆復興特別法人税の１年前倒し廃止 

◆生産性向上を促す設備等投資促進税制の創設 

◆研究開発税制の拡充・延長 

◆企業のベンチャー投資促進税制の創設 

◆事業再編を促進するための税制措置の創設 

◆所得拡大促進税制の拡充・延長 

◆中小企業投資促進税制の拡充・延長 

◆中心市街地活性化のための税制措置の創設 

◆石油精製過程での非製品ガスの石油石炭税の還付制度

の創設 

 

2014 年度税制改正は、自民党政権の下、自民党税制調

査会、公明党税制調査会、及び与党税制協議会において議

論された。 

経済産業省は、経済産業省税制改正要望をとりまとめ、

8 月 30 日に財務省及び総務省に提出した。2014 年は例年

と異なり、二度にわたって大綱がとりまとめられた。それ

ぞれの概要は以下のとおり。 

 

一つ目は、2013 年 10 月 1 日にとりまとめられた、「民

間投資活性化等のための税制改正大綱」である。「日本再

興戦略」に盛り込まれている民間投資を活性化させるため

の税制措置等が通常の年度改正から切り離されて前倒し

で決定された。主な経済産業関係税制改正事項は以下のと

おり。 

 

◆生産性向上を促す設備等投資促進税制の創設 

◆中小企業投資促進税制の拡充・延長 

◆研究開発税制の拡充・延長 

◆事業再編を促進するための税制措置の創設 

◆企業のベンチャー投資促進税制の創設 

◆所得拡大促進税制の見直し・拡充 

 

 二つ目は、2013 年 12 月 12 日にとりまとめられた、「平

成 26 年度税制改正大綱」である。秋の大綱（民間投資活

性化等のための税制改正大綱）の決定事項を含む形で、平

成 26 年度の税制改正大綱が自民党・公明党の税制調査会

での議論を経て決定された。 

 

平成 26 年度の主な経済産業関係税制改正事項は以下のと

おり。 

１．車体課税の見直し 

◆自動車取得税の段階的引下げ・廃止、エコカー減税の拡

充 

・消費税８％時点で自動車取得税の税率を引下げ（登録車

５％→３％、軽自動車３％→２％）、消費税 10％時点で

廃止。 

・エコカー減税を拡充する。 

◆自動車重量税のエコカー減税の拡充・経年車重課強化 

◆自動車税のグリーン化特例の拡充・経年車重課強化 

◆軽自動車税の見直し 

・平成 27 年度以降に取得した新車について税率を 1.5 倍

に（自家用乗用車以外は 1.25 倍）。平成 28 年度分から

経年車重課を行い、併せて軽課についても検討を行う。 

・二輪車については、平成 27 年度から税率を引き上げる。 

◆消費税１０％時点での自動車税の見直し 

・自動車税に取得時の課税として環境性能割を導入。自動

車税（排気量割）のグリーン化特例は、対象を重点化し

た上で軽課を強化。 

・幅広い関係者の意見を聴取しつつ、平成 27 年度改正で

結論を得る。 

 

２．経済の「好循環」・持続的な経済成長の実現 

◆復興特別法人税の１年前倒し廃止 

・足元の企業収益を賃金上昇につなげるきっかけとする。

法人実効税率を約 2.4％引下げ。（38.01％→35.64％） 

◆【検討】 法人実効税率の引下げ 

・大綱の「基本的考え方」において、わが国経済の競争力

の向上、法人実効税率を引き下げる環境作りの重要性、
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